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経営方針 

 
1. 会社の経営の基本方針 

 

ロームグループは、永続的かつ総合的な企業価値の創造と向上を図るにあたって、事業活動の中で革新的な製品開発や質の

高いモノづくりを進めることは、お客様満足度を向上させるとともに社会への貢献につながると考えております。そして、そのことが、

社員の自信と誇りを高め、新たな挑戦を生み出すと信じております。また、これら事業活動によって生み出される付加価値が、競争

力を強化する事業投資のための内部留保と、株主・従業員・地域社会などのステークホルダーの皆様に適切に配分、または還元

されることが必要であり、そのことについて全てのステークホルダーの皆様のご理解とご協力を得ることが肝要と考えております。ロ

ームグループでは、こうした活動の循環をＣＳＶ（共通価値の創造）活動と位置づけ、真摯に取り組むことで、ロームグループをステ

ークホルダーの皆様にとって魅力溢れるものにすることを、経営上の重要な命題のひとつとして位置付けております。 

このような観点のもと、ロームグループは、世界市場をリードする製品の開発を進めるとともに、独自の生産技術を駆使することに

よりコスト競争力のある高品質な製品を永続かつ大量に供給し、世界の半導体・電子部品市場のリーダーシップをとっていくことを

基本方針としております。 

 

2. 中長期的な会社の経営戦略 

 
ロームグループは、グローバルに進化を続ける市場に対応し、中長期的に新たな成長の基盤固めを行うため、以下の重点戦略

を進めてまいります。 

 

＜1＞４つのソリューション 

① アナログソリューション 

カーエレクトロニクス技術の飛躍的な進化やＩｏＴ（※１）の拡大が進む中で、デジタル制御を内蔵した高機能電源ＩＣや多機能

ＬＥＤドライバＩＣなど、高度なアナログソリューションを展開してまいります。また、自動車関連市場や産業機器関連市場向けを

中心に、主要なプロセッサメーカーとの連携によるリファレンスビジネスを拡大してまいります。 

※１．ＩｏＴ（Internet of Things） 

様々なモノがインターネットに接続され、他と情報交換することにより相互にコントロールする仕組みのこと。 

 

② パワーソリューション 

省エネルギー化のニーズがますます高まる中で、従来のシリコン半導体と比較して大幅な低損失と小型化が実現できるＳｉＣデ

バイスの開発とラインアップの強化を進めており、自動車関連市場や産業機器関連市場を中心に様々なアプリケーションで採

用実績が広がってまいりました。引き続きロームグループが得意とするアナログパワー技術を結集し、高性能な電源ＩＣやドライ

バＩＣ、ＩＧＢＴ（※２）、パワーＭＯＳＦＥＴなどを組み合わせ、お客様に最適なパワーソリューションを推進してまいります。 

※２．ＩＧＢＴ（Insulated Gate Bipolar Transistor＝絶縁ゲートバイポーラトランジスタ） 

ＭＯＳＦＥＴ（※３）とバイポーラトランジスタ（※４）のゲート部分に組み込むことで動作抵抗を小さくしたもの。大電力のスイッチ

ングに向き、電圧制御に用いられる。 

※３．ＭＯＳＦＥＴ（Metal Oxide Semiconductor Field Effect Transistor） 

電界効果トランジスタの一種でバイポーラトランジスタと比較して、低消費電力や高速スイッチングが可能で、各種電子機器に

幅広く使われている。 

※４．バイポーラトランジスタ 

Ｎ型とＰ型の半導体がＰ-Ｎ-ＰまたはＮ-Ｐ-Ｎの接合構造を持つ３端子の半導体で、電流増幅・スイッチングなどの信号処理を

行い、各種電子機器に幅広く使われている。 

 

③ センサソリューション 

センサ関連デバイスの用途が増加し市場が広がりを見せる中、ロームグループが持つ生産技術やセンサコントロール技術を

活かし、ＭＥＭＳ加速度センサや照度センサ、磁気センサ、薄膜ピエゾ素子（※５）などセンサ関連デバイスのラインアップを強

化しています。また、様々な無線通信技術や制御技術と組み合わせることによりＩｏＴなどの多様化するニーズに対応してまいり

ます。 

※５．薄膜ピエゾ素子 

ピエゾ素子とは、圧電体（ピエゾ素子）に加えられた圧力を電圧に変換する、またはその逆の動作を行う素子で、センサのほ

か発振回路などにも使われている。 
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④ モバイルソリューション 

スマートフォンの高機能化やウエアラブル機器市場の拡大など、半導体や電子部品への小型化に対するニーズが高まる中

で、ロームグループは半導体メーカーとして培ってきた幅広い技術を活かして、劇的な小型化と高い寸法精度を実現した革新

的な「ＲＡＳＭＩＤ®」シリーズ（※６）のラインアップ充実を図るなど、世界最小デバイスの開発を進めてまいります。 

※６．「ＲＡＳＭＩＤ®（ROHM Advanced Smart Micro Device）」シリーズ 

従来とまったく違う工法を用いて、これまでに無い超小型化と高い寸法精度（±１０μm）を実現したロームグループ独自の世

界最小電子部品シリーズ。 

 

 

＜2＞自動車、産業機器、新市場の強化戦略 

電子化が進む自動車関連市場、着実な成長を続ける産業機器関連市場は、ロームグループが得意とする高品質、高信頼性、

安定的な供給が求められる市場です。自動車関連市場や産業機器関連市場においては、生産体制の強化などにより売上の拡大

を目指してまいります。また、ＩｏＴ関連市場などその他の成長が見込まれる新市場においても、ロームグループがこれまで培ってき

た半導体技術を活かし、積極的に市場開拓を進めてまいります。 

 

＜3＞海外系顧客への販売強化戦略 

欧米に加えてアジアや新興国などの海外市場の急速な拡大やグローバル化にともない、海外系顧客の開拓、営業活動の強化

を進めてまいります。製品構成から開発、営業、技術サポートまで、海外のお客様のニーズに幅広く対応できる体制作りを進め、海

外市場における売上及びシェア拡大を目指してまいります。 

 

＜4＞生産革新 

中長期的に安定した成長を続けるため、グローバルに迅速な製品供給ができる生産拠点展開を進めてまいります。また、ＲＰＳ

活動（※７）を通じてあらゆるムダの削減や効率化を進め、リードタイムの短縮と品質のさらなる向上によりコスト競争力強化に努め

てまいります。さらに先進の品質管理体制構築に向けた技術開発や設備投資を進めることで「Zero Defect（不良ゼロ）」の実現に向

けて取り組んでまいります。 

※７．ＲＰＳ（Rohm Production System）活動 

ロームグループの各生産拠点で進めている生産改善活動で、より高品質なモノづくりを進めるとともにリードタイムの短縮や在

庫などあらゆるムダを徹底的に排除する活動。段違い（ダントツ）の高効率、高品質生産体制を構築することで利益体質の強

化を図る。 
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3. コーポレート・ガバナンスの状況 
 
企業統治の体制 
① 内部統制システムの整備の状況 
 ロームグループでは、内部統制システムの強化を重要な経営課題の一つとして捉え、グループ全体の業務プロセスを適正に維

持することにより、企業としての社会的責任を果たしてまいりたいと考えております。具体的な内部統制システム構築の基本方針

は、当社取締役会において以下のとおり決議しております。 

 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（a）ロームグループが更なるグローバル化を図っていくにあたり、法令はもとより、人権・労働・環境・腐敗防止等多岐にわたる問題

に対し、国連グローバル・コンパクト 10 原則を支持し、ロームの製品・技術・サービスによりこれら社会課題の解決（ＳＤＧｓ）に貢

献する。また、社会的責任に関する国際規格「ＩＳＯ２６０００」に準拠するとともに、「責任ある企業同盟（ＲＢＡ）による行動規範」を

遵守し、ＣＳＲ経営を推進する。 

（b）取締役は、「ロームグループ行動指針」や取締役会規則等の社内規程に基づき職務を執行し、法令・定款への適合性を確保

する。 

（c）それぞれの担当に精通した取締役が、その業務に責任と権限を持つ一方で、日常的に議論し相互に監督する。 

（d）取締役、監査役が取締役の違法な行為を発見した場合には、直ちに取締役会及び監査役会に報告する。 

（e）独立した社外役員として社外取締役２名に加え、社外監査役５名が、定期的に会合を開催し、相互に情報や意見の交換を行う

とともに、取締役の職務の執行の法令・定款への適合性を常に確認する。 

（f）海外を含むグループ全社に内部通報制度（外部の弁護士事務所に経営陣から独立した通報窓口を設置する場合を含む）及

びサプライヤー様向け通報制度（コンプライアンス・ホットライン）を展開すること等により、取締役の違法な行為の発見と再発防

止対策を行う。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（a）株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、年度事業計画等取締役の職務の執行に係る決定事項等は文書により保存し、

その保存・管理体制は法令並びに社内規程を遵守する。 

（b）グループ会社や関連部門への指示等は、原則としてＥメール・文書により行い、取締役及び監査役がいつでも閲覧できる保管

状況にする。 

（c）取締役の職務の執行に係る情報は、関係部署等において適正に保存・管理するとともに、社内通知・情報セキュリティ教育等

による全従業員への周知・教育により、情報の漏えいや不正利用を防止する。 

 

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

（a）社長自らが委員長を務めるＣＳＲ委員会の傘下に、全社横断的な委員会として、品質、中央安全衛生、リスク管理・ＢＣＭ、コン

プライアンス、情報開示、環境保全対策等の委員会を組織し、それぞれ担当する分野に関して発生する経営上の諸問題やリス

クに対し、その対策・指導・解決に努め、適切に対応する。 

（b）業務遂行上発生する可能性のある重要なリスクを抽出・分析・統括管理するリスク管理・ＢＣＭ委員会を組織する。突然の自然

災害等不測の事態の発生に対してもその影響を回避または極小化し、結果として事業の存続を可能とするため、リスク管理・ＢＣ

Ｍ委員会において、各リスク主管担当部署の活動状況を検証するとともに、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、あらゆる事前対策

や準備に努めるよう、グループ全社に徹底を図る。 

（c）反社会的勢力排除に向けた社内体制として、総務部に危機管理室を設置し、警察等外部の専門機関との連携・情報交換を行

い、排除のための具体的活動の展開・徹底を図る。また、反社会的勢力排除のための対応について社内規程を定め、その遵守

を求めるとともに、グループ全従業員に配布している「ロームグループ行動指針」などで毅然たる態度で対応するよう明記し、各

種社内研修等の機会を活用して啓発に努める。 
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（a）執行権限を持つ取締役の人数を絞り込むことで、執行に係る迅速な意思決定を実現する。 

（b）取締役会には、それぞれの担当業務に精通した取締役を置き、職務分掌に基づき、各業務担当取締役に具体的業務の執行

を行わせる。 

（c）経営に重要な影響を及ぼす事項は、個別に社内プロジェクトチームを設置し、問題の把握・分析・報告に当たらせるとともに、

定款、社内規程に則し、適宜、取締役会や稟議書にて機動的に意思決定する。 

（d）リスク管理や情報管理等さまざまな事項についての社内の管理方法を文書化した社内標準の遵守を徹底する。 

（e）ロームグループの競争力強化、適正利益の確保のため、グループ全社・各事業部門の目標値を年度利益計画として策定し、

その進捗及び達成状況の管理を行う。 

 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（a）コンプライアンス委員会を組織し、「ロームグループ行動指針」を展開する等によりグループ全体での法令遵守活動を行う。グ

ループ会社にも当社に準じたコンプライアンス体制を組織し、部門責任者をリーダーに選任して、各部門におけるコンプライアン

ス意識と法令遵守の徹底を図る。 

（b）固有の法令を適切に遵守するため、ＣＳＲ委員会を始め、中央安全衛生、コンプライアンス、情報開示、環境保全対策等の委

員会が、グループ全体の法令遵守状況の確認及び啓発活動等を行う。 

（c）情報開示委員会の管理のもと、各部署はインサイダー情報の適正な管理に努め、従業員に対する教育・啓発を行い、インサイ

ダー取引の防止を図る。 

（d）海外を含むグループ全社に内部通報制度（外部の弁護士事務所に経営陣から独立した通報窓口を設置する場合を含む）及

びサプライヤー様向け通報制度（コンプライアンス・ホットライン）を展開すること等により、従業員の職務の執行における違法な

行為の発見と再発防止対策を行う。 

 

６．企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（a）ロームグループ全体の企業価値を向上させるため、創業の精神である企業目的・方針を共有し、グループが一丸となって事業

活動を行う。 

（b）当社のＣＳＲ委員会の傘下の各委員会が、それぞれの担当分野における業務の適正を確保するため、グループ会社を横断的

に指導・管理する。 

（c）ロームグループ全社に共通する標準書を制定し、運用する。 

（d）グループ会社の取締役または監査役を、当社あるいはグループの別会社より派遣し、業務執行の適正性の監視を行う。 

（e）グループ会社での重要案件について、当社の取締役会承認や稟議書決裁を必要とする制度の運用のほか、当社各部門が定

期的に報告を受けることにより、グループ会社を管理する。 

（f）財務報告の適正性確保のための体制と、その監査制度への対応を通じて、当社に加え主要なグループ会社を包含した内部統

制制度の強化を進める。 

（g）社長直轄の組織である当社内部監査部門は、グループ会社の業務執行状況、法令・社内規程の遵守状況及びリスク管理状

況等を確認するため、内部監査を実施する。 

 

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（a）監査役より求めがあった場合には、必要な実務能力を具備した監査役スタッフを配置する。 

（b）監査役スタッフは、会社の業務執行に係る職務との兼務はしない。また、その人事・異動・考課については、監査役会の意見を

尊重する。 
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８．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び当該報

告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

（a）取締役は、他の取締役の職務の執行における違法の行為、善管注意義務に違反する行為、会社に著しい損害を及ぼすおそ

れのある事実等を発見した場合、直ちに監査役会に報告を行う。 

（b）ＣＳＲ委員会を始め、リスク管理・ＢＣＭ、コンプライアンス、情報開示等の各委員会へ常勤監査役がオブザーバーとして出席す

るとともに、各委員会は議事録等で活動内容を定期的に監査役へ報告する。 

（c）稟議書、報告書等により業務執行の経過及び結果が適宜監査役に報告される体制とする。 

（d）当社及びグループ会社の取締役及び従業員は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められた場合、速やか

に必要な報告を行う。 

（e）コンプライアンス・ホットラインの担当部署は、内部通報の状況について、定期的に監査役に報告する。 

（f）監査役へ報告を行った者に対しては、法令・社内規程に従い、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いは行わない。 

 

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（a）内部統制システムの運用状況について、取締役は監査役会の求めに応じその都度報告を行う。 

（b）内部監査部門は、監査役との連携を強化するとともに、監査結果を定期的に報告する。 

（c）監査役全員を社外監査役とし、法律・会計の専門家に金融出身者等を交えた、多様で独立性の強い充実した体制とする。 

（d）監査役は、取締役と随時意見の交換を行う。 

（e）監査役がその職務の執行において必要と認める費用は会社が負担する。 

 
 
 
② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
 ロームグループでは、前記基本方針に基づき、内部統制システムの構築とその適切な運用に努めております。 

当事業年度における内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりです。 

 

１．コンプライアンス体制について 

（a）ロームグループでは、「企業目的」「経営基本方針」などの目的・方針を実践していく上で遵守すべき行動規範として「ロームグ

ループ行動指針」を全ての役員、従業員等に周知するとともに、当該指針に則った行動をとるよう徹底しております。 

（b）コンプライアンス委員会を定期的に開催し、コンプライアンス体制強化に向けた計画を策定するとともに、計画に沿った階層

別、役割別の教育の実施、「ロームグループ行動指針」遵守に関するトップメッセージの発信等を行っております。 

（c）内部通報制度を運用し、コンプライアンス違反の未然防止、早期発見及び適切な対処を実施しており、その運用状況につい

ては定期的に取締役会及び監査役に報告しております。 

 

２．リスク管理体制について 

リスク管理・ＢＣＭ委員会を適宜開催し、業務遂行上発生する可能性のある重要なリスクを抽出・分析・統括管理しております。

また、突然の自然災害等不測の事態の発生に対しても、その影響を回避または極小化し、結果として事業の存続を可能とするた

め、リスク管理・ＢＣＭ委員会が各リスク主管担当部署の活動状況を検証するとともに、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、あらゆる事

前対策や準備に努めるよう、グループ全社に徹底しております。 

 

３．子会社管理体制について 

（a）グループ会社での重要案件について、当社の取締役会承認や稟議書決裁を必要とする制度の運用のほか、当社各部門が

業務遂行状況等について定期的に報告を受けることにより、グループ会社を管理しております。 

（b）社長直轄の組織である当社内部監査部門が、年度計画に基づき、グループ会社の業務執行状況、法令・社内規程の遵守状

況及びリスク管理状況等の内部監査を実施し、業務の適正性を確認しております。また、監査結果については定期的に取締

役及び監査役に報告を行っております。 
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経営方針 

 
 ４．取締役の職務執行について 

（a）年間計画に基づき定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令または定款に定められた事項

及び経営上重要な事項の決議を適時に行うとともに、相互に取締役の職務執行の監督を行っております。 

（b）取締役会及び社内規程において各取締役に委任する事項を明確にし、効率的かつ機動的な職務執行を行っております。 

（c）取締役の職務の執行に係る情報は、社内規程に則り適正に保存・管理されており、情報漏えいや不正利用を防止しておりま

す。 

 

５．監査役の職務執行について 

（a）監査役は、取締役会のほか、ＣＳＲ委員会などの重要な会議に出席し、適宜意見を述べております。 

（b）監査役は、当社各部門及びグループ会社への往査などを実施し、業務執行の適法性、適正性を確認しております。 

（c）監査役は定期的に取締役、会計監査人、内部監査部門と情報及び意見交換を実施し、監査の実効性の向上を図っておりま

す。 

 
③ 責任限定契約の内容の概要 
 当社は、社外取締役全員及び社外監査役全員との間で、会社法第 427 条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第 423

条第１項の損害賠償責任について、同法第 425 条第１項に定める最低責任限度額を当該賠償責任の限度とする責任限定契約

を締結しております。 

 
内部監査及び監査役監査の状況 
 監査手続きについては、監査役による取締役会等重要な会議への出席のほか、監査役や監査室がローム各部門及び国内・

海外の関係会社に対し、現地の視察、役職員との面談や文書・帳票類の査閲等を行うことにより、取締役の職務遂行の適法性、

ロームグループにおける内部統制システムの構築及び運用状況、社内規程の準拠性、資産の健全性等の監査を実施しておりま

す。なお、監査室の人員数は７名であります。 

監査役監査及び内部監査、会計監査人監査の連携状況といたしましては、監査役、監査室と会計監査人は、定例的な報告会

のほか、常に緊密な連携・協調を保ち、積極的に情報や意見の交換を行い、それぞれの監査で得られた内容を相互に共有する

ことにより、監査精度の向上と効果的な改善が図られるよう努めております。これらの監査の内容については、内部統制部門に適

宜報告され、内部統制上改善を要する事項につき意見交換がなされております。 

なお、監査役 村尾愼哉及び喜多村晴雄は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。 

 
会計監査の状況 
 会計監査人有限責任監査法人トーマツとは監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査、並びに財務

報告に係る内部統制監査を受けております。当社は同監査法人が独立の第三者として公正不偏な立場から監査が実施できる環

境を整備しております。当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数、監査業務に係る補助者の構成に

ついては次のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数） 

指定有限責任社員 業務執行社員：大西 康弘（５年）、鈴木 朋之（１年）、上田 博規（１年） 

会計監査業務に係る主な補助者の構成 

公認会計士：１０名、その他：１０名 

 
 
社外取締役及び社外監査役 
① 社外取締役及び社外監査役の員数並びに提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 
 当社は、取締役による相互監督機能を強化する観点から、社外取締役２名を、また監査役に関しては経営執行に対する監査

体制の機能を強化・充実させるために、監査役全員を社外監査役として５名選任しております。これらの目的を十分に果たすため

に、当社では社外取締役及び社外監査役は独立性が高くあるべきと考えております。なお、社外取締役及び社外監査役は、当

社の株式を保有しておりますが、当該株式保有も含めその独立性に影響を及ぼすような人的関係、資本的関係及び取引関係そ

の他の利害関係はありません。 
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② 社外取締役又は社外監査役の機能及び役割並びに独立性に関する基準又は方針 
 社外取締役及び社外監査役には、その経歴から培われた幅広い見識と豊富な経験に基づき、取締役会ほか重要会議への出

席等を通して、当社から独立した立場で当社の経営等に対して助言・提言いただくことにより、監督、監査機能の強化を図ってお

ります。当社監査役は全て社外監査役で構成されており、社外監査役と内部監査及び会計監査との連携状況は上記「内部監査

及び監査役監査の状況」に記載のとおりであり、社外取締役と監査の関係としましては、内部監査部門から社外取締役に対し、

月次もしくは必要の都度、書面により状況報告がなされております。 

社外取締役及び社外監査役と内部統制部門の連携状況といたしましては、内部統制部門より社外取締役及び社外監査役に

対し、月次もしくは必要の都度、業務遂行の状況や利益計画の進捗状況等が書面にて報告がなされております。 

また、監査役監査及び内部監査、会計監査人監査の連携状況といたしましては、「内部監査及び監査役監査の状況」に記載

しております。 

 

当社は、社外取締役及び社外監査役の選任に関し、当社の定める「社外役員の独立性基準」に基づいて独立性を判定しており

ます。 

 なお、当社が定める「社外役員の独立性基準」は、次のとおりであります。 

＜社外役員の独立性基準＞ 

 当社の社外役員は以下の項目に該当しない者を選任する。 

１．当社の主要株主１又はその業務執行者２ 

２．当社が主要株主である会社の業務執行者 

３．当社グループの主要な取引先３又はその業務執行者 

４．当社グループを主要な取引先とする者４又はその業務執行者 

５．当社グループから役員報酬以外に一定額を超える金銭その他の財産５を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門

家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者） 

６．当社グループから一定額を超える寄付又は助成６を受けている者（当該助成を受けている者が法人、組合等の団体である場

合は、当該団体の理事その他の業務執行者） 

７．当社の会計監査人の代表社員、社員又は従業員 

８．当社の主要な借入先７の業務執行者 

９．上記１～８に過去３年間において該当していた者 

１０．当社グループから取締役を受け入れている者又はその業務執行者 

１１．当社グループの重要な業務執行者８の配偶者又は二親等以内の親族 

 
１ 主要株主 

総議決権の 10％以上 
２ 業務執行者 

取締役、執行役、社員、使用人 
３ 主要な取引先 

当社年間連結売上高の 2％超の支払いを行っている会社 
４ 主要な取引先とする者 

年間売上高の 2％超の支払いを当社から受けている会社 
５ 一定額 

個人は年間 1 千万円、法人は総収入の 2％超 
６ 一定額 

年間 1 千万円超 
７ 主要な借入先 

当社の連結総資産の 2％を超える金銭の借入先 
８ 重要な業務執行者 

取締役（社外取締役を除く）及び部長級以上の上級管理職 
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１１年間の主要財務データ 

ローム株式会社及び連結子会社 

3 月 31 日に終了した会計年度  

 
 

    
 

 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 

会計年度：    

売上高．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 373,406 ¥ 317,141 ¥ 335,641 ¥ 341,886

売上原価 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 230,839 217,282 229,831 219,150

販売費及び一般管理費 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 75,205 89,319 87,000 89,999  

営業利益（損失）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 67,362 10,540 18,810 32,737

税金等調整前当期純利益（損失）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 57,967 (25,520) 10,836 19,400

法人税等 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 26,007 (33,775) 4,001 9,524

親会社株主に帰属する当期純利益（損失)．．．．．．．．．．．．．．．．． 31,932 9,837 7,134 9,633

設備投資額 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 38,722 51,491 30,216 40,042

減価償却費 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 55,605 48,951 48,446 39,019

  

1 株当たり情報（単位:円及び US ドル）：  

1 株当たり当期純利益（損失) ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 284.66 ¥ 89.76 ¥ 65.10 ¥ 88.07

1 株当たり配当金 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 230.00 130.00 130.00 130.00

  

会計年度末：  

流動資産 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 535,898 ¥ 464,187 ¥ 462,435 ¥ 436,247

流動負債 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 62,775 68,325 68,850 64,334

純資産 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 755,873 709,841 707,719 668,779

総資産 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 870,972 809,185 807,340 759,989

グループ従業員数 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 20,539 22,034 21,005 21,560
 
注記：１．US ドル金額は、便宜的に2018年3月31日現在の為替相場 1US ドル＝106円で換算表示しております。 

２．過年度の金額は、一部当期の表示形式に合わせ、組替えて表示しております。 
３．2018年、2017年、2016年、2015年、2014年、2011年、2010年、2009年及び2008年3月31日に終了した会計年度における潜在株式調整後1株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在していないため開示を省略しております。2013年3月31日及び2012年3月31日に終了した会計年度における潜在株式調整後1株当たり当期純
利益については、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在していないため開示を省略しております。 

４．2008年4月1日に開始する会計年度から、当グループは次のとおり、新会計基準を適用しております： 
(1) 棚卸資産の評価に関する新会計基準を適用しております。この新基準の適用により2009年3月31日に終了した会計年度における「営業利益」は 

3,184百万円減少し、「税金等調整前当期純損失」は3,184百万円増加しております。 
(2) リース取引に関する新会計基準を適用しております。この新基準の適用が2009年3月31日に終了した会計年度における連結財務諸表に与える影 

響は軽微であります。 
(3) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する新会計基準を適用しております。この変更が2009年3月31日に終了した会計年度にお 

ける連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 
５．2010年4月1日に開始する会計年度から、当グループは次のとおり、新会計基準を適用しております： 

資産除去債務に関する新会計基準を適用しております。この新基準の適用により2011年3月31日に終了した会計年度における「営業利益」は73百万円減少し、 
「税金等調整前当期純利益」は784百万円減少しております。 
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 百万円        千 US ドル 

 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年  2018 年 

          

 ¥ 304,653 ¥ 292,411 ¥ 331,088 ¥ 362,773 ¥ 352,398 ¥ 352,010 ¥ 397,107 $ 3,746,292

 209,046 213,276 227,015 235,043 230,663 234,967 252,592 2,382,943

 89,254 80,056 80,437 88,929 88,100 85,215 87,510 825,566

 6,353   (921)   23,636   38,801 33,635 31,828 57,005 537,783

 (2,697) (52,414) 40,179 55,240 31,537 32,378 46,513 438,802

 13,374 10 8,056 9,898 5,835 5,928 9,248 87,245

 (16,107) (52,464) 32,092 45,297 25,686 26,432 37,249 351,406

 51,117 42,818 31,755 48,739 56,687 42,183 55,911 527,462

 34,925 38,857 25,560 34,467 38,338 40,801 43,407 409,500

     

     

 ¥ (149.41) ¥ (486.63) ¥ 297.65 ¥ 420.16 ¥ 241.91 ¥ 249.88 ¥ 352.14 $ 3.32

 60.00 30.00 50.00 130.00 130.00 130.00 240.00 2.26

     

     

 ¥ 434,457 ¥ 423,064 ¥ 461,746 ¥ 523,376 ¥ 473,570 ¥ 495,958 ¥ 513,540 $ 4,844,717

 74,337 55,750 52,955 69,660 62,352 69,050 78,086 736,660

 634,280 613,647 663,388 752,434 706,251 725,453 751,878 7,093,189

 737,326 699,014 754,408 864,380 804,134 834,504 870,035 8,207,877

 21,295 20,203 19,985 20,843 21,171 21,308 23,120 
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連結貸借対照表 

ローム株式会社及び連結子会社 

2018 年 3 月 31 日現在 

 

連結財務諸表の注記をご参照下さい。 

 

資産 百万円 
 

千USドル    
（注記1）

 2018年  2017年 2018年 

流動資産 ：   

現金及び現金同等物（注記14）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 243,974  ¥ 246,015 $ 2,301,642 

有価証券（注記3及び14）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 16,467  3,883 155,349

短期投資（注記4及び14）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 45,381  57,601 428,123

受取債権（注記14）：    

受取手形及び売掛金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 90,611  81,792 854,820

関係会社に対する債権．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 91  1,010 858

未収入金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,810  2,753 26,509

貸倒引当金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (457)  (542) (4,311)

たな卸資産（注記5）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 98,289  86,698 927,255

繰延税金資産（注記12）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 9,357  9,048 88,274

未収還付法人税等（注記14）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 206  1,137 1,943

前払費用及びその他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 6,811  6,563 64,255

流動資産合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 513,540  495,958 4,844,717

有形固定資産 ： 
  

土地（注記6）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 66,810  66,961 630,283

建物及び構築物（注記6）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 233,592  230,987 2,203,698

機械装置及び運搬具（注記6及び16）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 544,650  516,449 5,138,207

工具器具及び備品（注記6及び16）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 49,661  47,669 468,500

建設仮勘定（注記6）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 19,692  14,677 185,774

計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 914,405  876,743 8,626,462
減価償却累計額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (674,178)  (645,472) (6,360,170)

有形固定資産合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 240,227  231,271 2,266,292

投資その他の資産 ： 
  

投資有価証券（注記3及び14）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 93,935  80,404 886,179

関係会社に対する投資及び貸付金（注記14）．．．．．．．．．．．．．．．． 975  975 9,198

退職給付に係る資産（注記7）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,074  1,436 19,566

のれん（注記6）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．   5,356

その他の無形固定資産（注記6）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 5,411  5,158 51,047

繰延税金資産（注記12）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．  2,580  2,686 24,340

その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 11,905  11,666 112,311

貸倒引当金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (612)  (406) (5,773)

投資その他の資産合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 116,268  107,275 1,096,868
 

  

資産合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 870,035  ¥ 834,504 $ 8,207,877
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. 

 

 

 

負債及び純資産 百万円 
 千USドル    

（注記1） 

2018年  2017年 2018年 

流動負債 ：     

支払債務（注記14）：   

支払手形及び買掛金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 18,692  ¥ 20,851  $ 176,340 

設備未払金及びその他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 30,364  27,607 286,453

未払法人税等（注記14）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 10,423  3,791 98,330

繰延税金負債（注記12）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 30  2 283

未払費用．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 14,958  13,145 141,113

その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3,619  3,654 34,141

流動負債合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 78,086  69,050 736,660
   
固定負債 ：   

退職給付に係る負債（注記7）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 10,137  10,694 95,632

繰延税金負債（注記12）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 27,668  28,195 261,019

その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,266  1,112 21,377

固定負債合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 40,071  40,001 378,028
 

  
契約債務及び偶発債務（注記15、16及び17） 
   

   

純資産（注記9、18及び19） ：    

資本金 - 授権株式数 300,000,000 株、   

発行済株式数 111,200,000株 86,969  86,969 820,462

資本剰余金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 102,404  102,404 966,075

利益剰余金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 620,152  604,057 5,850,491

自己株式    

2018年 5,425,837株、2017年 5,424,815株．．．．．．．．．．．．．．．． (47,788)  (47,778) (450,830)

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金（注記3）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 33,932  25,439 320,113

為替換算調整勘定．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (40,667)  (40,942) (383,650)

退職給付に係る調整累計額（注記7）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (3,576)  (5,163) (33,736)

計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 751,426  724,986 7,088,925

非支配株主持分．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 452  467 4,264

純資産合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 751,878  725,453 7,093,189
 

  

負債及び純資産合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 870,035  ¥ 834,504 $ 8,207,877 
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連結損益計算書 

ローム株式会社及び連結子会社 

2018 年 3 月 31 日に終了した会計年度 

 

 
百万円 

 千 US ドル 
（注記1） 

 2018年 2017年  2016年 2018年 

売上高．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 397,107 ¥ 352,010  ¥ 352,398 $ 3,746,292 

営業費用：  

売上原価．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 252,592 234,967  230,663 2,382,943

販売費及び一般管理費（注記9及び10）．．．．．．．．．．． 87,510 85,215  88,100 825,566

営業費用合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 340,102 320,182  318,763 3,208,509

 
営業利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 57,005 31,828  33,635 537,783

  
その他の収益（費用）：  

受取利息及び配当金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3,861 4,053  2,861 36,424

為替差損－純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (7,248)  (766)   (23) (68,377)

固定資産売却益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 502 252  148 4,736

固定資産廃売却損．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (742) (619) (729) (7,000)

減損損失（注記6）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (7,047) (2,455) (2,021) (66,481)

投資有価証券評価損（注記3）．．．．．．．．．．．．．．．．． (82) (58) (4) (774)

事業整理損（注記11）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (268) (1,867)

特別退職金（注記7）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (332) (205) (113) (3,132)

関係会社株式評価損．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (24)

事業整理損失引当金繰入額（注記11）．．．．．．．．．．．．． (442)

関係会社清算損．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (60)

その他－純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 596 640  152 5,623

その他の収益（費用）合計－純額．．．．．．．．．．．． (10,492) 550 (2,098) (98,981)

税金等調整前当期純利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 46,513 32,378 31,537 438,802

法人税等（注記12）：  
法人税、住民税及び事業税．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 13,573 4,867  5,318 128,047

過年度法人税等．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,741  

法人税等調整額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (4,325) (680)  517 (40,802)

法人税等合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 9,248 5,928  5,835 87,245

 
当期純利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 37,265 26,450 25,702 351,557

非支配株主に帰属する当期純利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (16) (18) (16) (151)

¥  37,249 ¥  26,432 ¥  25,686 $  351,406親会社株主に帰属する当期純利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．  

      

 円 US ドル 

1株当たり情報（注記2.（s））：  
1株当たり当期純利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 352.14 ¥ 249.88 ¥ 241.91 $ 3.32

1株当たり配当金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 240.00 130.00  130.00 2.26
 

 

連結財務諸表の注記をご参照下さい。 
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連結包括利益計算書 

ローム株式会社及び連結子会社 

2018 年 3 月 31 日に終了した会計年度 

 

 百万円 千 US ドル 
（注記1） 

 2018年 2017年  2016年 2018年 

当期純利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 37,265 ¥ 26,450  ¥ 25,702 $ 351,557

その他の包括利益（注記18）：  
その他有価証券評価差額金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 8,493 8,935  (7,939) 80,123
為替換算調整勘定．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 248 (3,867)  (29,829) 2,339
退職給付に係る調整額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,587 (147)  (1,068) 14,972

その他の包括利益合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 10,328 4,921  (38,836) 97,434

包括利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 47,593 ¥ 31,371  ¥ (13,134) $ 448,991

包括利益内訳：  
  

親会社株主に係る包括利益 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 47,605 ¥ 31,381  ¥ (13,116) $ 449,104
非支配株主に係る包括利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (12) (10)  (18) (113)

 

連結財務諸表の注記をご参照下さい。 
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連結株主資本等変動計算書 

ローム株式会社及び連結子会社 

2018 年 3 月 31 日に終了した会計年度 

 
  

百万円 

 
発行済株式数 

（自己株式控除後）

 

資本金 

 

資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の包括利益累計額 
 

計 ひ非支配株主持分 純資産合計
 その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 
 

2015年4月1日現在残高．．．．．．．．. ．. 107,803,201 ¥ 86,969 ¥ 102,404 ¥ 599,519 ¥ (50,141) ¥ 24,443 ¥ (7,309) ¥ (3,948) ¥ 751,937 ¥ 497 ¥ 752,434

親会社株主に帰属する当期純利益．．．．  25,686  25,686 25,686

配当金（1株当たり 150.00円）．．．．．  (16,039)  (16,039) (16,039)

自己株式の取得．．．．．．．．．．．．．． (2,026,944)  (17,007)  (17,007) (17,007)

当期中の変動額（純額）．．．．．．．．  (7,939) (29,795) (1,068) (38,802) (21) (38,823)

2016年3月31日現在残高．．．．．．．． 105,776,257 86,969 102,404 609,166 (67,148)  16,504  (37,104) (5,016) 705,775 476  706,251

親会社株主に帰属する当期純利益．．．．  26,432   26,432 26,432

配当金（1株当たり 115.00円）．．．．  (12,164)  (12,164) (12,164)

自己株式の取得．．．．．．．．．．．．．．．．． (1,090)  (7)  (7) (7)

自己株式の処分．．．．．．．．．．．．．．．． 18  (0) 0  0 0

自己株式の消却．．．．．．．．．．．．．．．．  (19,377) 19,377  

利益剰余金から資本剰余金への振替  19,377 (19,377)  

当期中の変動額（純額）．．．．．．．．．   8,935 (3,838) (147) 4,950 (9) 4,941

2017年3月31日現在残高．．．．．．．． 105,775,185 86,969 102,404 604,057 (47,778) 25,439 (40,942) (5,163) 724,986 467 725,453

親会社株主に帰属する当期純利益．．．．  37,249  37,249 37,249

配当金（1株当たり 200.00円）．．．．  (21,154)  (21,154) (21,154)

自己株式の取得．．．．．．．．．．．．．．．．． (1,033)  (10)  (10) (10)

自己株式の処分．．．．．．．．．．．．．．．． 11  0  0 0

当期中の変動額（純額）．．．．．．．．．   8,493 275 1,587  10,355 (15) 10,340

2018年3月31日現在残高．．．．．．．． 105,774,163 ¥ 86,969 ¥102,404 ¥ 620,152 ¥ (47,788) ¥ 33,932 ¥ (40,667) ¥ (3,576)  ¥ 751,426 ¥ 452 ¥ 751,878

 

 

  千 US ドル（注記1） 

  

資本金 

 

資本剰余金 

 

利益剰余金 自己株式 

その他の包括利益累計額  

計 非支配株主持分 純資産合計
  その他有価証券

評価差額金

為替換算 
  調整勘定 

退職給付に係る 

調整累計額 

2017年3月31日現在残高．．．．．．．．．．．．．．．．  $ 820,462  $ 966,075 $ 5,698,651 $ (450,736) $ 239,991 $ (386,245) $ (48,708) $ 6,839,490 $ 4,406 $ 6,843,896

親会社株主に帰属する当期純利益．．．．．．．．．． 351,406 351,406 351,406

配当金（1株当たり1.89US ドル）．．．．．．．．．．． (199,566) (199,566) (199,566)

自己株式の取得．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (94) (94) (94)

自己株式の処分．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 0 0 0

当期中の変動額（純額）．．．．．．．．．．．．．．．．． 80,122 2,595 14,972 97,689 (142) 97,547

2018年3月31日現在残高．．．．．．．．．．．．．．．．  $ 820,462 $ 966,075 $ 5,850,491 $ (450,830) $ 320,113 $ (383,650) $ (33,736) $ 7,088,925 $ 4,264 $ 7,093,189

連結財務諸表の注記をご参照下さい。 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
ローム株式会社及び連結子会社 

2018 年 3 月 31 日に終了した会計年度 

 
 

百万円 千 US ドル 
（注記1） 

 2018 年 2017 年  2016 年 2018年 
   
営業活動によるキャッシュ・フロー：   

税金等調整前当期純利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 46,513 ¥ 32,378  ¥  31,537 $ 438,802
調整項目：   

法人税等の支払額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (6,153) (5,654)  (8,852) (58,047)
減価償却費．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 43,407 40,801  38,338 409,500
のれん償却額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 392 386  246 3,698
貸倒引当金の増加（減少）額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 148 651  (383) 1,396
固定資産売却益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (424) (177)  (14) (4,000)
為替差損- 純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,582 1,707  5,179 14,925
退職給付に係る負債の増加額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 496 665  618 4,679
退職給付に係る資産の減少（増加）額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 151 233  (526) 1,425
減損損失．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 7,047 2,455  2,021 66,481
投資有価証券及び関係会社株式評価損．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 82 82  4 774
事業再編による支出．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (9) (306)  (85)
資産及び負債の増減額：   

受取手形及び売掛金の（増加）減少額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (9,434) (11,936)  5,300 (89,000)
たな卸資産の（増加）減少額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (11,737) (251)  7,393 (110,726)
支払手形及び買掛金の増加(減少）額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (1,430) 2,400  36 (13,491)
未払金の増加（減少）額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 513 572  (1,936) 4,840

その他 - 純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3,583 3,391  (59) 33,801
調整項目計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 28,214 35,019  47,365 266,170

営業活動によるキャッシュ・フロー．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 74,727 67,397  78,902 704,972

投資活動によるキャッシュ・フロー：   
定期預金の減少額-純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 10,469 3,855  34,780 98,764
有価証券及び投資有価証券の取得による支出．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (19,363) (10,990)  (6,173) (182,670)
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入．．．．．．．．．．． 5,219 8,486  11,427 49,236
有形固定資産の取得による支出．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (49,863) (39,602)  (54,212) (470,406)
有形固定資産の売却による収入．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,006 563  900 9,491
事業譲渡による収入（注記13）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 430  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出（取得した
現金の控除後）（注記13）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．   (8,626)
その他 - 純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (1,986) (1,484)  (532) (18,736)

投資活動によるキャッシュ・フロー．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (54,518) (38,742)  (22,436) (514,321)

財務活動によるキャッシュ・フロー：   
自己株式の取得による支出．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (11) (7)  (17,007) (104)
配当金の支払額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (21,154) (12,164)  (16,039) (199,566)
その他 - 純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (22) (3)  (64) (208)

財務活動によるキャッシュ・フロー．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (21,187) (12,174)  (33,110) (199,878)

現金及び現金同等物に係る換算差額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (1,063) (2,268)  (14,222) (10,028)

現金及び現金同等物の増加（減少）額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (2,041) 14,213  9,134 (19,255)

現金及び現金同等物の期首残高．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 246,015 231,802  222,668 2,320,897

現金及び現金同等物の期末残高．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 243,974 ¥ 246,015  ¥ 231,802 $ 2,301,642
  

 

連結財務諸表の注記をご参照下さい。 
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連結財務諸表の注記 

ローム株式会社及び連結子会社 

 
 
1. 連結財務諸表作成の基本となる事項 

 
添付の連結財務諸表は、日本の金融商品取引法及びその関連会計法規の規定に準拠し、また日本における一般に公正妥当

と認められた会計原則（以下、「日本基準」）（国際財務報告基準の規定及びそれにともなう開示とはいくつかの点で異なっており

ます）に準拠して作成しております。 
この連結財務諸表を作成するにあたり、日本国外の読者にとって理解が容易な形式で開示するために、国内で公表している連

結財務諸表を一部組替え、再調整しております。 
なお、過年度の金額は、一部当期の表示形式に合わせ、組替えて表示しております。 
連結財務諸表は、ローム株式会社（以下、「当社」）が設立され事業を営んでいる国の通貨である日本円で表示しております。

日本国外の読者の便宜を考え、円貨金額をUSドル金額に換算しており、2018年3月31日現在の為替レート相当1USドル=106円

で計算しております。この換算は円貨金額が当該為替レート又はその他のレートでUSドルに換金され得るということを意味するも

のではありません。 
 

2. 重要な会計方針の要約 
 

(a) 連結 
連結財務諸表は当社及び重要な45社（2017年 44社）の子会社（以下、「当グループ」）を含んでおります。 
支配力基準に基づき、当社が直接間接を問わず意思決定機関を支配することができる重要な会社を連結しております。 
残る非連結子会社及び関連会社に対する投資には、持分法を適用しても連結財務諸表に対して重要な影響がないことに鑑み

て、原価法を適用しております。 
取得原価が取得日における子会社の純資産の公正価値を超過する場合、20年以内の合理的な年数で均等償却しておりま

す。 
連結会社間の主要な債権債務及び取引はすべて消去しております。 
資産に含まれるグループ内取引から生じる主要な未実現利益についてもすべて消去しております。 
ローム･セミコンダクタ･チャイナ･カンパニー･リミテッドを含む8社(2017年 7社)の子会社の決算日は、12月31日であり、連結決

算日（3月31日）と異なっております。これらの子会社については3月31日にて仮決算を行った財務諸表を連結決算にて使用して

おります。 
 

(b) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理の統一 
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第18号）

では、1）連結財務諸表を作成する場合、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社及び子会社が採用する

会計処理の原則及び手続は、原則として統一しなければならない、2）在外子会社の財務諸表が、国際財務報告基準または米国

会計基準に準拠して作成されている場合には、当面の間、それらを連結決算手続上利用することができる、3）その場合であって

も、次に示す項目については、当該修正額に重要性が乏しい場合を除き、連結決算手続上、親会社株主に帰属する当期純利

益が適切に計上されるよう在外子会社の会計処理を修正しなければならないと規定されております。 
(a) のれんの償却 
(b) 純資産の部に直接計上した退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理 
(c) 研究開発費の費用処理 
(d) 投資不動産の時価評価及び固定資産の再評価の取消し 
  

 (c) 現金同等物 
現金同等物は、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
現金同等物には、取得日から3ヵ月以内に満期あるいは償還期限が到来する定期預金及び譲渡性預金が含まれております。 

 
(d) 有価証券及び投資有価証券 

有価証券及び投資有価証券は保有目的に基づき分類されます。 
その他有価証券（売買目的有価証券及び満期保有目的の債券に分類されない有価証券）は、公正価額で計上され、これにか

かる評価差額は税効果控除後で純資産の部の独立項目として計上されております。当グループはすべての有価証券及び投資

有価証券をその他有価証券として分類しております。 
時価のないその他有価証券は、主として移動平均法による原価法により評価しております。 
投資有価証券は、公正価額の下落が一時的なものである場合を除き、正味実現可能価額まで価値の引き下げを行い費用計

上しております。 
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(e)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきまして

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 

(f) たな卸資産 
たな卸資産について、商品、製品、仕掛品及び原材料は主として移動平均法による原価法、貯蔵品については主として 終仕

入原価法によっております（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）。 
 
(g) 有形固定資産 

有形固定資産は取得価額により計上しております。 
当社及び連結子会社の有形固定資産の減価償却は、見積耐用年数に基づき主として定率法によっております。ただし、当社

及び国内連結子会社において、1998年4月1日以降取得した建物につきましては、定額法によっております。リース資産につきま

しては、リース期間にわたって定額法により償却しております。 
資産の見積耐用年数は主として次のとおりであります： 
建物及び構築物 ............................................ 3年から50年 
機械装置及び運搬具 .................................... 2年から10年 
 

(h) 無形固定資産 
無形固定資産は取得価額から定額法により算出された償却累計額を除いた金額を計上しております。 

 
(i) 長期性資産 

当グループは、資産又は資産グループに減損が生じている可能性を示す事象（減損の兆候）があるかどうかを判定し、減損の

兆候がある資産又は資産グループについて、帳簿価額がこれらの資産の継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれ

る割引前の将来キャッシュ・フローの総額を超える場合に、減損損失を認識することとしております。また、資産又は資産グループ

の継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの割引現在価値と、正味売却価額の

いずれか高い方の金額を資産の回収可能価額とし、帳簿価額が回収可能価額を上回る額を減損損失として測定しており

ます。 
 

(j) 退職給付制度 
当社及び一部の連結子会社は、従業員を対象とした確定給付型の退職給付制度を有しており、貸借対照表日の予測退職給付

債務と年金資産に基づき退職給付に係る負債を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、税効果を調整の上で純資産の部（その他の包括利益累計額）で認識することとし、数

理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10～13 年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数（10～13 年）による定額法により按分した額を費用処理しております。 
割引率は退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用しております。 
また、当社及び一部の連結子会社は従業員を対象とした確定拠出型年金制度を有しております。 
 

(k) 資産除去債務 
資産除去債務には、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって発生し、当該有形固定資産の除去に関して

法令又は契約で要求される法律上の義務及びそれに準ずるものが計上されます。資産除去債務の金額を合理的に見積ることが

できる場合には、資産除去債務の金額は有形固定資産の除去に要する割引後将来キャッシュ・フローの合計額として算定され、

当該債務が発生する期間にわたって計上されます。資産除去債務の発生時に、当該債務金額を合理的に見積ることができない

場合には、資産除去債務は計上されず、当該債務額を合理的に見積ることができるようになった時点で計上されます。資産除去

債務に対応する除去費用は、資産除去債務を負債として計上した時に、当該負債の計上額と同額が関連する有形固定資産の

帳簿価額に加算され、資産計上されます。資産計上された資産除去債務に対応する除去費用は、減価償却を通して、当該有形

固定資産の残存耐用年数にわたり各期に費用配分されます。時の経過に伴い、債務は現在価値に調整されます。当初見積以

降、割引前の将来キャッシュ・フローに重要な見積りの変更が生じた場合の当該見積りの変更による調整額は、資産除去債務の

帳簿価額及び関連する有形固定資産の帳簿価額に加減して処理します。 
 

(l) 研究開発費 
研究開発費は「販売費及び一般管理費」として発生時に費用計上しております。 
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連結財務諸表の注記 

ローム株式会社及び連結子会社 

 
 

(m) リース 
ファイナンス・リース取引はリース資産及びリース負債として貸借対照表上に計上しております。 
企業会計基準委員会は 2007 年 3 月に、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）を公表し、従来のリース取引

に関する会計基準の改正を行いました。 
従来の会計基準では、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるファイナンス・リース取引については資産計上する

必要がありましたが、それ以外のファイナンス・リース取引については、資産計上するとした場合の情報が財務諸表の注記として

開示されることを条件として、賃貸借取引に準じて処理することが認められていました。 
改正後の会計基準では、基準移行日時点で存在する所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続きオペレーテ

ィング・リース取引に準じた会計処理も認められております。 
当社及び一部の国内子会社は、2008 年 4 月 1 日より改正後会計基準を適用しております。さらに、基準移行日時点で存在す

る所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続きオペレーティング・リース取引に準じた会計処理を行っておりま

す。 
その他のリース取引は、オペレーティング・リース取引として会計処理を行っております。 

 
(n) 役員賞与 

役員賞与は、発生した会計期間に費用処理しております。 
 

(o) 法人税等 
各会計年度における法人税等は連結損益計算書の税金等調整前当期純利益を基礎として計算されます。貸借対照表上の資

産及び負債の金額と課税所得計算上の資産及び負債の金額との一時的な差異が、将来の税金へ与える影響について、資産負

債法を適用し繰延税金資産及び負債を認識しております。繰延税金資産及び負債は回収又は支払いが行われると見込まれる

期の税率を一時差異に対し適用し算出しております。 
 

(p) 外貨建取引 
外貨建短期及び長期の金銭債権債務は、貸借対照表日の直物為替レートにより円貨換算しております。なお、換算差額は損

益として処理しております。 
 

(q) 外貨建財務諸表 
海外連結子会社の貸借対照表項目は、発生時レートで換算される純資産項目を除き、貸借対照表日の直物為替レートで円貨

換算しております。それらの換算から生じる差額は、「為替換算調整勘定」として純資産の部のその他の包括利益累計額の独立

項目として計上しております。 
また、海外連結子会社の収益及び費用は期中平均レートで円貨換算しております。 

 
(r) デリバティブ及びヘッジ活動 

当グループは、為替相場の変動リスクを回避する目的としてのみデリバティブ取引を行っております。為替予約は為替リスクを

ヘッジする目的で利用しております。当グループはトレーディング目的や投機目的のためのデリバティブ取引を行っていません。 
デリバティブ取引及び外国為替取引を、以下のとおりに分類し会計処理を行っております。 
(1)すべてのデリバティブは、公正価額で連結貸借対照表に計上し、損益は損益計算書に計上されます。 
(2)ヘッジ目的のデリバティブは、ヘッジ対象とヘッジ手段の対応関係と有効性が高くヘッジ会計の要件を満たしている場合、そ

の損益はヘッジ対象の損益が認識されるまで繰り延べられます。 
 
 (s) 1 株当たり情報 

1 株当たり当期純利益は、各年度の普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益と期中平均株式数に基づいて（株式

分割があった場合は遡及調整して）算出されます。 
2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度における 1 株当たり当期純利益の算定上使用された期中平均株

式数は、それぞれ 105,775 千株、105,776 千株及び 106,175 千株であります。 
連結損益計算書で開示している 1 株当たり配当金は、各年度に係る配当額であり、期末後に支払う配当額を含んでおります。 
なお、2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度における潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在していないため開示を省略しております。 
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(t) 企業結合に関する会計基準等 

企業結合が取得とされた場合の会計処理にはパーチェス法が適用されます。アドバイザーや専門家に支払った報酬などの取

得関連費用は、発生した事業年度の費用として計上されます。企業結合が行われた会計年度の年度末までに、会計処理が確定

していない場合、取得企業はその会計年度において、財務諸表において暫定的な会計処理に係る金額を報告します。取得原

価の配分額の見直しが取得から１年を超えない場合に、取得企業は取得日現在の事実や状況に基づいた新たな情報を反映す

るため、あたかも取得日に企業結合が完了したかのように遡及的に財務諸表を修正します。子会社に対する親会社の持分は、

子会社株式の追加取得あるいは一部売却により変動します。親会社が子会社の支配を継続する場合、非支配株主持分にその

子会社に対する親会社の持分の変動が反映されます。追加投資額と追加取得持分との差額及び売却額と売却持分との差額は、

親会社の支配が子会社に及ぶ限り資本剰余金に計上されます。 

 

(u) 新会計基準 

収益認識に関する会計基準 

企業会計基準委員会は、2018 年 3 月 30 日に「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号）及び「収益認識に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号）を公表しました。本会計基準の基本となる原則は、約束した財又はサ

ービスの顧客への移転を当該財又はサービスと交換に企業が権利を得ると見込む対価の額で描写するように、収益を認識する

ことであります。 

企業はこの基本となる原則に従って、次の 1.から 5.のステップを適用して収益を認識します。 

1. 顧客との契約を識別する。 

2. 契約における履行義務を識別する。 

3. 取引価格を算定する。 

4. 契約における履行義務に取引価格を配分する。 

5. 履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

本会計基準は 2021 年 4 月 1 日以後開始する会計年度の期首から適用されます。また、早期適用は 2018 年 4 月 1 日以後開

始する会計年度の期首より認められます。 

当グループは本会計基準及び適用指針について、2021 年 4 月 1 日以後開始する会計年度から適用する予定であり、本会計

基準及び適用指針の適用による将来の会計期間への影響は評価中であります。 

 
 

3. 有価証券及び投資有価証券 

2018 年及び 2017 年 3 月 31 日現在で当グループが保有する「有価証券」及び「投資有価証券」の内訳は次のとおりであります：  
  百万円  千 US ドル 

  2018 年 2017 年  2018 年 
 流動：   

 公社債. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 15,868 ¥ 3,883  $ 149,698
 その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 599   5,651
     合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 16,467 ¥ 3,883  $ 155,349
    
 固定：   

 上場株式. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 70,274 ¥ 57,013  $ 662,962
 公社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 22,060 21,769  208,113
 その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,601 1,622  15,104
 合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 93,935 ¥ 80,404   $ 886,179

 

2018 年及び 2017 年 3 月 31 日現在における「有価証券」及び「投資有価証券」の取得原価及び公正価額の合計は次のとおり

であります： 
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ローム株式会社及び連結子会社 

 

 
 百万円 

 分類： 2018 年 

 その他有価証券： 取得原価 未実現評価益 未実現評価損  公正価額 

 株式. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 22,434 ¥ 47,851 ¥ (11)  ¥ 70,274
 債券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38,171 573 (816)  37,928
 その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,529 292 (30)  1,791

 合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 62,134 ¥ 48,716 ¥ (857)   ¥ 109,993
       

   

  百万円 

 分類： 2017 年 

 その他有価証券： 取得原価 未実現評価益 未実現評価損  公正価額 

 株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 22,437 ¥ 34,648 ¥ (72)  ¥ 57,013
 債券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24,687 1,266 (301)  25,652
 その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 938 226 (24)  1,140

 合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 48,062 ¥ 36,140 ¥(397)   ¥ 83,805
    
  千 US ドル 

 分類： 2018 年 

 その他有価証券： 取得原価 未実現評価益 未実現評価損  公正価額 

 株式. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  $ 211,642 $ 451,424 $  (104)  $  662,962 
 債券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 360,103 5,406 (7,698)  357,811
 その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14,425 2,755 (283)  16,897

 合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  $ 586,170 $ 459,585 $ (8,085)  $ 1,037,670
 

なお、時価を把握することが極めて困難な「有価証券」及び「投資有価証券」は上表に含めておりません。 

 
2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度において売却したその他有価証券の売却額及び売却損益に関

する情報は次のとおりであります: 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

  百万円 

  2018 年 

 その他有価証券： 売却額 売却益  売却損 

 株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  0 ¥  0  

 合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  0 ¥  0  

  百万円 

  2017 年 

 その他有価証券： 売却額 売却益  売却損 

 株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 350 ¥ 177  

 合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 350 ¥ 177  

 百万円 

 2016 年 

 その他有価証券： 売却額 売却益  売却損 

 株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  ¥ 45 ¥ 22  ¥ (0)

 合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 45 ¥ 22  ¥ (0)
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2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度におけるその他有価証券の評価損金額はそれぞれ 82 百

万円（774 千 US ドル）、58 百万円及び 4 百万円であります。 
 
4. 短期投資 

2018 年及び 2017 年 3 月 31 日現在の短期投資は定期預金であります。 
 
5. たな卸資産 

2018 年及び 2017 年 3 月 31 日現在のたな卸資産は次のとおりであります： 
 百万円  千 US ドル 

 2018 年 2017 年  2018 年 

商品及び製品. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 27,563 ¥ 23,198  $ 260,028

仕掛品. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41,644 38,699  392,868

原材料及び貯蔵品. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29,082 24,801  274,359

合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 98,289 ¥ 86,698   $ 927,255

 

6. 長期性資産 
当グループは、2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度において、長期性資産について減損損失を把握して

おります。なお、減損損失を把握するにあたり、事業用資産については、継続的に収支の管理を行っている管理会計上の事業

区分に基づきグルーピングを行い、遊休資産については、個々の物件ごとにグルーピングを行っております。その結果、2018年、

2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度にそれぞれ、その他の費用として7,047百万円（66,481千USドル）、2,455百万円

及び2,021百万円の減損損失を計上しました。 

 

2018年3月31日に終了した会計年度における減損損失の内訳は以下のとおりであります： 
a) アイルランドののれん及び無形固定資産につきましては、事業買収時に想定していたとおりの収益が見込めなくなったこと

から、帳簿価額を再評価し、回収可能価額まで減額し、当該減少額6,697百万円（63,179千USドル）を減損損失として計上

しております。回収可能価額は正味売却価額により測定しており、第三者による評価結果に基づき算定しております。 
b) 日本、フィリピン、タイ、中国の遊休資産につきましては、今後の使用見込が乏しいと判断したため、回収可能価額まで減

額し、350百万円（3,302USドル）を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

市場価値を勘案した合理的な見積りにより算定しております。 
 
2017年3月31日に終了した会計年度における減損損失の内訳は以下のとおりであります： 
a） 日本及びタイの事業用資産につきましては、収益環境の悪化により将来キャッシュ・フローの見積り額が当該資産の帳簿

価額を下回るため、各種固定資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額2,196百万円を減損損失として計上しておりま

す。回収可能価額は使用価値または正味売却価額により測定しており、使用価値については将来キャッシュ・フローを

8.7％で割引いて算定し、正味売却価額については市場価値を勘案した合理的な見積りにより算定しております。 
b） 日本、フィリピン、タイ、中国の遊休資産につきましては、今後の使用見込が乏しいと判断したため、回収可能価額まで減

額し、259百万円を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味売却価額により測定しており、市場価値を勘案

した合理的な見積りにより算定しております。 
 

2016年3月31日に終了した会計年度における減損損失の内訳は以下のとおりであります： 
a） 日本、中国及びアメリカの事業用資産につきましては、収益環境の悪化により将来キャッシュ・フローの見積り額が当該資

産の帳簿価額を下回るため、各種固定資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,670百万円を減損損失として計上し

ております。回収可能価額は使用価値または正味売却価額により測定しており、使用価値については将来キャッシュ・フロ

ーを9.2％で割引いて算定し、正味売却価額については鑑定価額に基づき算定しております。 
b） 日本、フィリピン、タイ、中国の遊休資産につきましては、今後の使用見込が乏しいと判断したため、回収可能価額まで減

額し、351百万円を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味売却価額により測定しており、市場価値を勘案

した合理的な見積りにより算定しております。 

 千 US ドル 

 2018 年 

 その他有価証券： 売却額 売却益  売却損 

 株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $ 0 $ 0  

 合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $ 0 $ 0  
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7. 退職給付制度 

当社及び国内連結子会社（一部を除く）は、従業員の退職給付に備えるため、積立型、非積立型の確定給付制度として確定

給付企業年金制度及び退職一時金制度等を設けている他、確定拠出制度を設けております。 
確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）は、主に退職給付として職位及び勤続年数に基づいて付与される

ポイントの累積数により計算された一時金又は年金を支給するものであります。なお、一部の国内連結子会社については、確

定給付企業年金制度にキャッシュバランスプランを導入しております。当該制度は、年金加入者の個人別勘定に、従業員の職

位等に応じて付与されるポイント及び再評価率等により計算された利息ポイントに基づいて計算された金額が積み立てられるも 
 
 

のであります。また、退職一時金制度（すべて非積立型制度であります。）は、退職給付として職位等に基づいて付与されるポイ

ントの累積数により計算された一時金を支給するものであります。 
海外の連結子会社（一部を除く）は、積立型、非積立型の確定給付制度の他、確定拠出制度を設けております。 
確定給付制度（積立型制度又は非積立型制度であります。）は、主に給与及び勤続年数に基づいた一時金又は年金を支給

するものであります。 
 

2018 年及び 2017 年 3 月 31 日に終了する会計年度 
 
(1) 2018 年及び 2017 年 3 月 31 日に終了した会計年度における確定給付制度における退職給付債務の変動は次のとおりで 

あります： 

百万円  千 US ドル 

2018 年 2017 年  2018 年 

期首残高. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 38,445  ¥ 36,303   $ 362,689

勤務費用. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,605 2,539  24,575

利息費用. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 335 243  3,160

数理計算上の差異の発生額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (696) 558  (6,566)

退職給付の支払額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,183) (1,015)  (11,160)

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (160) (183)  (1,509)

期末残高. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 39,346 ¥ 38,445  $ 371,189

 
(2) 2018年及び2017年3月31日に終了した会計年度における年金資産の変動は次のとおりであります： 

百万円  千 US ドル 

2018 年 2017 年  2018 年 

期首残高. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 29,187 ¥ 27,894  $ 275,349

期待運用収益. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 707 683  6,670

数理計算上の差異の発生額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  (61) (516)  (575)

事業主からの拠出額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,591 2,158  24,443

退職給付の支払額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (862) (873)  (8,132)

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (279) (159)  (2,632)

期末残高. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 31,283  ¥ 29,187  $ 295,123

 
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の 

調整表: 
 百万円  千 US ドル 

 2018 年 2017 年  2018 年 

積立型制度の退職給付債務. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 29,386 ¥ 28,967  $ 277,227

年金資産. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  (31,283) (29,187)  (295,123)

 (1,897) (220)  (17,896)

非積立制度の退職給付債務. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,960 9,478  93,962

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 8,063 ¥  9,258  $ 76,066
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 百万円  千 US ドル 

 2018 年 2017 年  2018 年 

退職給付に係る負債. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 10,137 ¥ 10,694  $ 95,632 

退職給付に係る資産. . . .. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  (2,074) (1,436)  (19,566)

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,063 ¥  9,258  76,066

 
 (4) 2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度における退職給付費用の内訳は次のとおりであります： 

 百万円  千USドル 

 2018年 2017年 2016年  2018年 

勤務費用. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 2,605 ¥ 2,539 ¥ 2,415  $ 24,575

利息費用. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 335 243 416  3,160

期待運用収益. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (707) (683) (645)  (6,670)

数理計算上の差異の費用処理額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,148 947 528  10,831

過去勤務費用の費用処理額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 183 175 175  1,727

退職給付費用（純額）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 3,564 ¥ 3,221 ¥ 2,889  $ 33,623 

上記の退職給付費用以外に確定拠出制度への拠出額が発生しており、その金額は、2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日

に終了した会計年度において、それぞれ 740 百万円（6,981 千 US ドル）、702 百万円及び 723 百万円であります。さらに 2018 年、

2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度において、「特別退職金」332 百万円（3,132 千 US ドル）、205 百万円及び 113
百万円をその他の費用として計上しております。 

 
(5) 2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度における退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）

の内訳は次のとおりであります： 

百万円  千 US ドル 

2018 年 2017 年 2016 年  2018 年 

過去勤務費用. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  . ¥  175 ¥ 175 ¥   175  $  1,651

数理計算上の差異. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. 1,783 (127) (1,434)  $ 16,821

計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 1,958 ¥ 48 ¥ (1,259)  $ 18,472

 
(6) 2018 年及び 2017 年 3 月 31 日現在の退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであ

ります： 

百万円  千 US ドル 

2018 年 2017 年  2018 年 

未認識過去勤務費用. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (828) ¥ (1,022)  $   (7,811)

未認識数理計算上の差異. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  (3,502) (5,286)  (33,038)

計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  (4,330) ¥ (6,288)  $  (40,849)

 
(7) 年金資産に関する事項 
 (a) 年金資産の主な内訳 
   年金資産の構成は次のとおりであります： 

2018 年  2017 年 

債券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 75%  78%

株式. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  13%  11%

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  12%  11%

計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 100%  100%
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(b) 長期期待運用収益率の決定方法 
 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産

からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 
 

 (8) 2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度で使用した前提条件は次のとおりであります： 

2018 年 2017 年  2016 年 

割引率 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.1～0.4% 0.2～0.5%  0.1～0.4%

長期期待運用収益率. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.0～3.0% 2.0～3.0%  2.0～3.0%
 
なお、主要な退職給付制度に係る退職給付債務の計算には予想昇給率を織り込んでおりません。 

 
8. 純資産 

日本企業は、日本の会社法（以下、会社法）に準拠しております。会社法が財務及び会計に関する事項に影響を与える重要な

事項は以下のとおりであります： 
 

(a) 配当 
会社法では、株主総会で決議することにより、期末配当に加え、年間を通じて随時配当することができます。また、(1) 取締

役会設置会社であり、(2) 会計監査人を設置しており、(3) 監査役会設置会社であり、かつ(4) 取締役の任期を通常の 2 年で

はなく 1 年と定款で定めているという要件を満たす企業は、定款に定めていれば取締役会決議に基づき年間を通じて随時配

当（現物配当を除く）を実施することができます。ただし、当社は要件の全てについては充たしてはいないため、実施することは

できません。 
また、定款に定めていれば取締役会決議に基づき年 1 回中間配当を支払うこともできます。ただし、会社法においては、配

当可能な額や自己株式の取得額について一定の制限が定められています。この制限は分配可能額として定められており、配

当後の純資産額が 3 百万円を下回る配当は、認められておりません。 
 

(b) 資本金、準備金及び剰余金の増減及び振替 
会社法では、利益準備金（利益剰余金に含まれる）及び資本準備金（資本剰余金に含まれる）の合計額が資本金の25%に

達するまで、配当額の10%を、配当の原資により利益準備金または資本準備金として積み立てる必要があります。また、資本準

備金と利益準備金は制限なく減少させることができます。さらに、会社法では、資本金、利益準備金、資本準備金、その他資本

剰余金及びその他利益剰余金は、株主総会の決議により、一定の条件のもとで科目間の振替を行うことができます。 
 

（c） 自己株式及び自己新株予約権 
会社法では、取締役会決議により自己株式の取得及び処分を行うことが認められています。ただし、一定の計算式で計算さ

れた株主への分配可能額を超えて自己株式を取得することはできません。新株予約権は、会社法では、純資産の部の独立し

た項目として表示されます。また、会社法においては、自己株式だけでなく自己新株予約権を取得することも認められています。

自己新株予約権は純資産の部の独立した項目として表示するか、または新株予約権から直接控除します。 
 

9. 研究開発費 
費用計上された研究開発費は2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した各会計年度において、それぞれ38,852百万円

（366,528千 US ドル）、37,277百万円及び40,868百万円であります。 
 
10. のれん償却額 

2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度において計上したのれん償却額は、それぞれ392百万円（3,698千 US
ドル）、386百万円及び246百万円であります。 

 
11. 事業整理損及び事業整理損失引当金繰入額 

2017年3月31日に終了した会計年度において計上した事業整理損は、ライティング事業を2016年5月31日にアイリスオーヤマ株

式会社へ譲渡したことにともない発生した、移転損失156百万円及びその他発生した損失112百万円であります。 
2016年3月31日に終了した会計年度において計上した事業整理損及び事業整理損失引当金繰入額はライティング事業を2016

年5月31日にアイリスオーヤマ株式会社へ譲渡することにともない発生すると見込まれる損失額及び完全子会社であるローム・メカ

テック・テンシン・カンパニー・リミテッドの清算にともない発生すると見込まれる損失額であります。 
なお、固定資産評価損は主に建物及び構築物並びに無形固定資産（のれん除く）の帳簿価額と正味売却価額との差額及び廃

棄見込額により算定しております。 
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  百万円 

   2016年 

ライティング事業の譲渡 たな卸資産評価損. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 1,196

固定資産評価損. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . . . . . 4

 事業整理損計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . .. . . ¥ 1,200
 
 事業整理損失引当金繰入額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . ¥  424
 
子会社の清算 固定資産評価損. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . . . . .. ¥ 667

事業整理損計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . . . . . . . . ¥ 667
 
 事業整理損失引当金繰入額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  18

 
12. 法人税等 

当社及び国内連結子会社は、日本において国及び地方の法人所得税を課されており、これらの法定実効税率は、2018 年、

2017 年 3 月 31 日に終了した会計年度はおおむね 30.7%、2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度はおおむね 32.9％であります。

海外連結子会社はそれらが事業を営んでいる国の法人所得税を課されております。 
 

2018年及び2017年3月31日現在における繰延税金資産及び負債の主な原因別の内訳は次のとおりであります： 
 百万円 千 US ドル 
 2018年  2017年 2018年 
繰延税金資産：   

有価証券及び投資有価証券．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥   532   ¥  1,039  $   5,019
たな卸資産．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 5,764  6,121 54,377
減価償却費．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3,326  3,158 31,377
繰越欠損金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 22,174  23,772 209,189
未払費用．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,540  2,321 23,963
退職給付に係る負債．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,867  2,836 27,047
減損損失．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 5,155  5,740 48,632
関係会社株式．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 7,254  4,009 68,434
その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,371  2,075 22,368
評価性引当額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (33,525)  (36,623) (316,273)

合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 18,458   14,448 174,133
   
繰延税金負債：   

海外子会社の未分配利益．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．  (19,134)   (19,305)  (180,509)
退職給付に係る資産．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (518)  (441) (4,887)
減価償却費．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (272)  (403) (2,566)
その他有価証券評価差額金．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (13,915)  (10,291) (131,274)
その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (380)  (471) (3,585)

合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (34,219)  (30,911) (322,821)
繰延税金負債の純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ (15,761)  ¥ (16,463) $ (148,688)

 

連結貸借対照表における繰延税金資産（負債）は次のとおりであります： 

 百万円  千 US ドル 
 2018年 2017年  2018年 
流動資産 - 繰延税金資産．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥  9,357 ¥  9,048 $  88,274 
投資その他の資産 - 繰延税金資産．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,580 2,686 24,340 
流動負債 - 繰延税金負債．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (30) (2) (283)
固定負債 - 繰延税金負債．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． (27,668) (28,195) (261,019)

繰延税金負債の純額．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ (15,761) ¥ (16,463) $ (148,688)
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2018 年 3 月 31 日現在、当社及び一部の連結子会社が有している将来の税務上の所得と相殺できる繰越欠損金は、総額 72,124

百万円(680,415 千 US ドル)で、その多くは、2019 年から 2038 年に終了する会計年度までに繰越期限が到来します。 

 

2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度における法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の

差異の原因となった主要な項目別の内訳は次のとおりであります： 

 2018年  2017年  2016年 
法定実効税率 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   30.7%   30.7%   32.9% 
評価性引当額の減少. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  (6.4)  (13.2) (16.5) 
子会社への投資等に係る税効果 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  (6.3)    
試験研究費等の法人税額特別控除 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3.4)  (0.2) (1.6) 
海外連結子会社の適用税率差等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (0.6)  (1.0)  (11.0) 
子会社清算に伴う期限切れ欠損金の利用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .    (3.4)  
税効果適用税率との差異. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1.4  0.6  11.1 
のれんの減損. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3.5     
過年度法人税等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   5.4   
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1.0  (0.6)  3.6 
税効果会計適用後の法人税等の負担率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  19.9%  18.3%  18.5% 

米国において税制改革法が 2017 年 12 月 22 日に成立し、2018 年 1 月 1 日以後に開始する会計年度から連邦法人税等の引下

げ等が行われることになりました。この税制改革法により、当社の米国連結子会社に適用される連邦法人税率は 35％から 21％になり

ました。この税率変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

過年度法人税等は、主に当社と連結子会社であるローム・セミコンダクタ・チャイナ・カンパニー・リミテッドとの取引に関しての移転

価格税制に基づく更正処分による追徴税額であります。 

 
13. キャッシュ・フロー追加情報 

 

2017 年 3 月 31 日に終了した会計年度に事業の譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳 

当社及び当社の連結子会社であるアグレッド株式会社のライティング事業の譲渡により減少した資産及び負債の内訳並びに

事業譲渡の対価と事業譲渡による収入との関係は次のとおりであります： 
 百万円 

流動資産. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  1,623
固定資産. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7
流動負債. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,044)
移転損益. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (156)
事業譲渡の対価. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 430

事業譲渡による収入. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 430
 

2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにパワーベーション・リミテッド（2015 年 9 月 2 日付で「ローム・パワーベーション・リミテッド」に名称変更）

及びとその子会社 1 社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得のため

の支出（純額）との関係は次のとおりであります： 
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 百万円 

流動資産. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . ¥  754
固定資産. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . 2,357
のれん. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . . . . . 6,363
流動負債. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . (214)
固定負債. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (284)
為替換算調整勘定 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . . . . . 186
株式取得による支出. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . .. . . . . . ¥ 9,162
連結子会社の現金及び現金同等物. . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (536)
新規連結子会社株式の取得による支出（取得した現金及び現金同等物を除く） . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 8,626

  
14. 金融商品の時価等に関する事項 
 

（1） 金融商品に対する取組方針 
当グループでは、余資は主として安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、営業債権の為替変動リ

スクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 
 

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当グループの社内規

定に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って

おります。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、一部は先物為替予約を利用してヘッジして

おります。 
有価証券及び投資有価証券である株式並びに債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行

体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。債券は取締役会の承認を受けた社内方針に従い、格付の

高い債券を対象としているため、信用リスクは僅少であります。 
 

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。これらの営業債務は流動

性リスクに晒されておりますが、当グループでは、適時に資金繰計画を作成･更新するなどの方法により管理しております。 
デリバティブ取引は、取締役会の承認を受けた社内方針に従って行っており、実施状況を半年に一回以上取締役会に報告

しております。また、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。 
 

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。 
 

（4） 金融商品の時価等に関する事項 
2018年及び2017年3月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります

（(a)参照)。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(b)参照）。 
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連結財務諸表の注記 

ローム株式会社及び連結子会社 

 
 

(a) 金融商品の時価等に関する事項 

 百万円 
 2018 年 

 連結貸借対照表

計上額 
時価  

未実現 
損益 

現金及び現金同等物. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 243,974  ¥ 243,974   
有価証券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 16,467 16,467  
短期投資. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45,381 45,381  
受取手形及び売掛金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 90,702   

貸倒引当金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (457)   
受取手形及び売掛金（貸倒引当金控除後）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 90,245 90,245  

投資有価証券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 93,526 93,526  
未収還付法人税等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 206 206  
合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 489,799 ¥ 489,799   

 

支払手形及び買掛金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 18,692  ¥ 18,692   
設備未払金及びその他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30,364 30,364  
未払法人税等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,423 10,423  
合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 59,479  ¥ 59,479   

  
 

 百万円 
 2017 年 
 連結貸借対照表

計上額 
時価  

未実現 
損益 

現金及び現金同等物. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 246,015  ¥ 246,015   
有価証券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,883 3,883  
短期投資. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57,601 57,601  
受取手形及び売掛金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 81,833   

貸倒引当金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (542)   
受取手形及び売掛金（貸倒引当金控除後）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 81,291 81,291  

投資有価証券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 79,922 79,922  
未収還付法人税等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,137 1,137  
合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 469,849 ¥ 469,849   
   
支払手形及び買掛金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  ¥  20,851  ¥  20,851  
設備未払金及びその他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 27,607 27,607  
未払法人税等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,791 3,791  
合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  ¥  52,249  ¥  52,249  
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  千 US ドル 
 2018 年 
 連結貸借対照表

計上額 
時価  

未実現 
損益 

現金及び現金同等物. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $ 2,301,642 $ 2,301,642   
有価証券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 155,349 155,349  
短期投資. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 428,123 428,123  
受取手形及び売掛金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 855,678   

貸倒引当金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4,311)   
受取手形及び売掛金（貸倒引当金控除後）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 851,367 851,367  

投資有価証券. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 882,321 882,321  
未収還付法人税等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,943 1,943  
合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $ 4,620,745 $ 4,620,745  
   
支払手形及び買掛金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $  176,340 $  176,340  
設備未払金及びその他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 286,453 286,453  
未払法人税等. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 98,330 98,330  
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $  561,123 $  561,123   

 
現金及び現金同等物、短期投資、受取手形及び売掛金、未収還付法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
 

有価証券及び投資有価証券 
これらの時価について、主として取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの

有価証券及び投資有価証券に関する事項については、注記 3.に記載しております。 
 

支払手形及び買掛金、設備未払金及びその他、未払法人税等 
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
 

デリバティブ取引 
時価情報は、注記 15.に記載しております。 

 
(b) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 連結貸借対照表計上額 
 百万円  千 US ドル
 2018 年  2017 年  2018 年
非上場株式．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 302   ¥ 365   $ 2,849
投資事業有限責任組合契約に基づく権利．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 107  117  1,009
非連結子会社及び関連会社の株式．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 680  680  6,415

 
(c) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
 百万円
 2018 年
 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内  10 年超
現金及び現金同等物．．．．．．．．．．． ¥ 243,974   
有価証券：   

国債・地方債等．．．．．．．．．．．．．． 128   
社債．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 15,854   
その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 599   

短期投資．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 45,381   
受取手形及び売掛金．．．．．．．．． 90,702   
投資有価証券：   

国債・地方債等．．．．．．．．．．．．．． ¥  11   
社債．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 20,326 ¥ 1,966  

未収還付法人税等．．．．．．．．．．．．． 206   
合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 396,844 ¥ 20,337 ¥ 1,966  
   

 



30 
 

連結財務諸表の注記 

ローム株式会社及び連結子会社 

 
 百万円
 2017 年
 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内  10 年超
現金及び現金同等物．．．．．．．．．．． ¥ 246,015   
有価証券：   

国債・地方債等．．．．．．．．．．．．．． 1   
社債．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3,827   

短期投資．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 57,601   
受取手形及び売掛金．．．．．．．．．．． 81,833   
投資有価証券：   

社債．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 19,325 ¥ 2,622  
その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．．   ¥ 1,140

未収還付法人税等．．．．．．．．．．．． 1,137   
合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 390,414 ¥ 19,325 ¥ 2,622  ¥ 1,140  
    

 
 千 US ドル
 2018 年
 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内  10 年超
現金及び現金同等物．．．．．．．．．．． $ 2,301,642   
有価証券：   

国債・地方債等．．．．．．．．．．．．． 1,208   
社債．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 149,565   
その他．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 5,651   

短期投資．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 428,123   
受取手形及び売掛金．．．．．．．．．．． 855,679   
投資有価証券：   

国債・地方債等．．．．．．．．．．．．． $     104   
社債．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 191,754 $ 18,547  

未収還付法人税等．．．．．．．．．．．．． 1,943   
合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． $ 3,743,811 $ 191,858 $ 18,547  

 
15. デリバティブ取引 

当グループは、外貨建資産に係る為替リスクをヘッジするため、先物為替予約契約を結んでおります。 
すべてのデリバティブ取引は、業務の遂行にともない生じる為替リスクをヘッジする目的で行っております。したがって､このよう

なデリバティブ取引における市場リスクは、ヘッジされた資産の価格変動で基本的に相殺されます。当グループは、トレーディン

グ目的ではデリバティブ取引を行っておりません。 
このようなデリバティブ取引の相手先は大規模な国際金融機関に限っておりますので、当グループでは信用リスクから生じる損

失は見込んでおりません。 
当グループが締結しているデリバティブ取引は、権限及び与信限度額を規定する社内方針に則り行っております。 
 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 百万円 

 2018年 

 契約額 契約額のうち 1 年超 時価  評価損益 

為替予約取引:        

売建米ドル．．．．．．．．．．．． ¥ 11,826    ¥  68  ¥  68
 百万円 

 2017年 

 契約額 契約額のうち 1 年超 時価  評価損益 

為替予約取引:        

売建米ドル．．．．．．．．．．．． ¥ 8,530    ¥  131  ¥  131
 千USドル 

 2018年 

 契約額 契約額のうち 1 年超 時価  評価損益 

為替予約取引:        

売建米ドル．．．．．．．．．．．．  $ 111,566    $ 642  $ 642
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16. リース取引 

当社及び一部の連結子会社は、機械、コンピュータ機器及びその他の資産の一部を賃借しております。2018年、2017年及び

2016年3月31日に終了した各会計年度におけるファイナンス・リース取引に基づく支払リース料はそれぞれ19百万円（179千 US ド

ル）、12百万円及び12百万円であります。 
ファイナンス・リース取引にかかる未経過リース料期末残高相当額及び解約不能なオペレーティング・リース取引にかかる未経

過リース料は次のとおりであります: 
 百万円  千 US ドル 

 2018年 2017年  2018年 
 ファイナンス 

･リース 

 オペレーティング

･リース 

ファイナンス 

･リース 

オペレーティング

･リース 

 ファイナンス 

･リース 

オペレーティング

･リース 

１年内．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 17  ¥  999 ¥ 17 ¥  978  $ 160 $  9,424
１年超．．．．．．．．．．．．．．． 15  1,463 17 971  142 13,802
合計．．．．．．．．．．．．．．．． ¥ 32  ¥ 2,462 ¥ 34 ¥ 1,949  $ 302 $ 23,226

 

17. 偶発債務 
2018 年 3 月 31 日現在において、当グループは従業員の住宅資金借入金について、48 百万円（453 千 US ドル）の債務保証を

行っております。 
 

18. 包括利益 
 

2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度 

2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度のその他の包括利益の内訳は次のとおりであります： 

 百万円 千USドル 

 2018年 2017年  2016年 2018年 

その他有価証券評価差額金：       

 当期発生額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 12,127 ¥  12,797  ¥ (12,093) $ 114,406

 組替調整額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4) (104)  18 (38)

 税効果調整前. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   12,123   12,693  (12,075) 114,368

 税効果額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,630) (3,758)  4,136 (34,245)

その他有価証券評価差額金. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. ¥  8,493 ¥  8,935  ¥  (7,939) $  80,123

      

為替換算調整勘定:      

 当期発生額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ (47) ¥ (3,867)  ¥ (29,790) $  (443)

組替調整額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   (58)

税効果調整前 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  (47)  (3,867)  (29,848) (443)

 税効果額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 295   19 2,782

 為替換算調整勘定. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 248 ¥ (3,867)   ¥ (29,829) $ 2,339

     

退職給付に係る調整額:     

 当期発生額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   628   ¥ (1,074)    ¥ (1,962) $  5,925

組替調整額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,330 1,122  703 12,547

税効果調整前 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,958 48  (1,259) 18,472

 税効果額. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (371) (195)  191 (3,500)

 退職給付に係る調整額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  1,587 ¥  (147)  ¥ (1,068) $ 14,972

その他の包括利益合計. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 10,328 ¥ 4,921  ¥ (38,836) $ 97,434
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19. 後発事象 

剰余金の処分について 
2018年6月28日開催の株主総会において、2018年3月31日現在の利益剰余金の処分が次のとおり承認されました。 

 百万円  千 US ドル 
期末配当金、1株当たり120円（1.13US ドル） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 12,693  $ 119,745 

 
 

20. セグメント情報 
セグメント情報等の開示 
「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第20号）では、会社は報告セグメントについての概要及び財務情報の報告が求められております。

報告セグメントは、一定の基準に合致する事業セグメントあるいは、集約された事業セグメントからなっております。事業セグメント

は、分離された財務情報を入手できるもので、かつ、企業の 高経営意思決定機関が、当該構成単位に配分すべき資源に関す

る意思決定を行い、また、その業績を評価するために、その経営成績を定期的に検討するものである企業の構成単位であります。

一般的に、セグメント情報等では、事業セグメントの業績評価や事業セグメントへの資源配分の決定のために内部的に用いられ

ているものと同一の会計方針に基づいて報告されることが求められております。 
 

 (a) 報告セグメントの概要 
当グループの報告セグメントは、当グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の分配の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 
当グループは電子部品の総合メーカーであり、本社に生産品目別の事業部を設置し、各事業部は国内及び海外の包括的な

生産計画や事業戦略を立案し、グローバルな生産活動を展開しております。したがって、当グループは生産品目別の事業部に

基づいた事業セグメントによる損益管理を経営上重要視しており、各事業部が製造する製品の特性や生産プロセスの類似性等

を考慮した事業セグメントの集約を行い、｢LSI｣、｢半導体素子｣及び「モジュール」の３つを報告セグメントとしております。 
「LSI」は、アナログ、ロジック、メモリ、MEMS 等の LSI の生産を行っております。 
「半導体素子」は、ダイオード、トランジスタ、発光ダイオード、半導体レーザの生産を行っております。 
「モジュール」は、プリントヘッド、オプティカル・モジュール、パワーモジュールの生産を行っております。 
 

(b) 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成に用いた会計処理基準と概ね同一であります。 
報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。また、「セグメント間の内部売上高又は振替高」は市場価格に基

づいて算出しております。 
なお、販売・管理部門等共通部門が保有する資産は「調整額」へ含めて表示しておりますが、その資産から発生する減価償却

費につきましては、各セグメント利益の算出過程において社内基準により各事業セグメントへ配賦しております。 
 

 (c) 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 
百万円 

 2018 年 

 報告セグメント 

その他 合計 

 

調整額 
連結財務
諸表計上

額 

 

 

売上高: 

ＬＳＩ 

 
半導体素子 モジュール 計 

 
 

外部顧客への売上高. . . . . .. . ¥ 183,431  ¥ 149,915 ¥ 41,830 ¥ 375,176 ¥ 21,931 ¥ 397,107  ¥ 397,107

セグメント間の内部売上高又は振替高 2,875  9,218 91 12,184 53 12,237  ¥ (12,237)

計. . . . . . . . . . . . . . . . . .  186,306  159,133 41,921 387,360 21,984 409,344   (12,237) 397,107

セグメント利益. . . . . . . . .  20,182  32,193 3,794 56,169 2,968  59,137  (2,132) 57,005

セグメント資産. . . . . . . . . . . . . . 122,043  103,058 18,581 243,682 15,151 258,833  611,202 870,035

その他の項目:     

減価償却費. . . . . . . . . . . . . .  20,293  18,638 3,725 42,656 1,598 44,254  (847) 43,407

のれん償却額. . . . . . . . . . . .  392  392 392  392

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額. . . . . . . . . . . . . . 25,078 
 

23,149 1,185 49,412 4,407 53,819 
 

2,092 55,911
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百万円 

 2017 年 

 報告セグメント 

その他 合計 

 

調整額 
連結財務
諸表計上

額 

 

 

売上高: 

ＬＳＩ 

 
半導体素子

モジュー

ル 
計 

 
 

外部顧客への売上高. . . . . . . .  ¥ 161,195  ¥ 130,036 ¥ 39,609 ¥ 330,840 ¥ 21,170 ¥ 352,010  ¥ 352,010 

セグメント間の内部売上高又は振替高 2,723  6,474 32 9,229 79 9,308  ¥ (9,308)

計. . . . . . . . . . . . . . . . . .  163,918  136,510 39,641 340,069 21,249 361,318   (9,308) 352,010

セグメント利益. . . . . . . . . . . . . .  9,064  20,917 1,793 31,774 1,498  33,272  (1,444) 31,828

セグメント資産. . . . . . . . . . . . . . 118,318  91,516 21,629 231,463 13,121 244,584  589,920 834,504

その他の項目:     

減価償却費. . . . . . . . . . . . . . 18,421  17,039 3,747 39,207 2,393 41,600  (799) 40,801

のれん償却額. . . . . . . . . . . .  386  386 386  386

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額. . . . . . . . . . . . . .  16,485 
 

17,705 2,709 36,899 1,926 38,825 
 

3,358 42,183

 
百万円 

 2016 年 

 報告セグメント 

その他 合計 

 

調整額 
連結財務
諸表計上

額 

 

 

売上高: 

ＬＳＩ 

 
半導体素子 モジュール 計 

 
 

外部顧客への売上高. . . . . . . .  ¥ 164,081  ¥ 126,436 ¥ 36,371 ¥ 326,888 ¥ 25,510 ¥ 352,398   ¥ 352,398 

セグメント間の内部売上高又は振替高 2,549  3,583 94 6,226 51 6,277  ¥ (6,277)

計. . . . . . . . . . . . . . . . . .  166,630  130,019 36,465 333,114 25,561 358,675  (6,277) 352,398

セグメント利益. . . . . . . . . . . . . .  7,661  21,505 4,594 33,760 262  34,022  (387) 33,635

セグメント資産. . . . . . . . . . . . . .  121,216  92,589 20,507 234,312 16,780 251,092  553,042 804,134

その他の項目:     

減価償却費. . . . . . . . . . . . .   17,526  16,677 2,322 36,525 2,820 39,345  (1,007) 38,338

のれん償却額. . . . . . . . . . . .  246  246 246  246

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額. . . . . . . . . . . . 
20,974 

 
21,992 4,696 47,662 1,315 48,977 

 
7,710 56,687

  

千 US ドル 

 2018 年 

 報告セグメント 

その他 合計 

 

調整額 

 
連結財務
諸表計上

額 

 

 

売上高: 

ＬＳＩ 

 
半導体素子

 
モジュール 計 

 
  

外部顧客への売上高. . . . . . . .  $1,730,481  $1,414,292 $394,623 $3,539,396 $206,896 $3,746,292  $3,746,292

セグメント間の内部売上高又は振替高 27,123  86,963 858 114,944 500 115,444  $ (115,444)

計. . . . . . . . . . . . . . . . . .   1,757,604  1,501,255 395,481 3,654,340 207,396 3,861,736  (115,444) 3,746,292

セグメント利益. . . . . . . . .  190,396  303,708 35,792 529,896 28,000  557,896  (20,113) 537,783

セグメント資産. . . . . . . . . . . . . .  1,151,349  972,245 175,293 2,298,887 142,934 2,441,821  5,766,056 8,207,877

その他の項目:     

減価償却費. . . . . . . . . . . . . .  191,443  175,830 35,142 402,415 15,076 417,491  (7,991) 409,500

のれん償却額. . . . . . . . . . . .  3,698  3,698 3,698  3,698

有形固定資産及び無形 

固定資産の増加額. . . . . . . . .  236,585 
 

218,387 11,179 466,151 41,575 507,726 
 

19,736 527,462

 
 
「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、抵抗器事業、タンタルコンデンサ事業等を含んでおり

ます。 
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「調整額」の内容は以下のとおりであります。 
(1) 2018年3月31日に終了した会計年度におけるセグメント利益の調整額（2,132）百万円（（20,113）千 US ドル）には、主にセグ

メントに帰属しない一般管理費（806）百万円（（7,604）千 US ドル）、セグメントには配賦しない決算調整額（退職給付費用の

調整額等）（1,326）百万円（（12,509）千 US ドル）が含まれております。 
2017年3月31日に終了した会計年度におけるセグメント利益の調整額（1,444）百万円には、主にセグメントに帰属しない一

般管理費（778）百万円、セグメントには配賦しない決算調整額（退職給付費用の調整額等）（666）百万円が含まれておりま

す。 
2016年3月31日に終了した会計年度におけるセグメント利益の調整額（387）百万円には、主にセグメントに帰属しない一般

管理費（960）百万円、セグメントには配賦しない決算調整額（退職給付費用の調整額等）573百万円が含まれております。 
 

(2) 2018年3月31日に終了した会計年度におけるセグメント資産の調整額611,202百万円（5,766,056千 US ドル）は、各事業セ

グメントへ配賦していない全社資産613,146百万円（5,784,396千 US ドル）、固定資産の調整額（1,944）百万円（（18,340）千

US ドル）が含まれております。また、全社資産は主に各事業セグメントに帰属しない資産で、現金及び現金同等物243,974
百万円（2,301,642千 US ドル）、投資有価証券93,935百万円（886,179千 US ドル）、受取手形及び売掛金90,702百万円

（855,679千 US ドル）等であります。 
2017年3月31日に終了した会計年度におけるセグメント資産の調整額589,920百万円は、各事業セグメントへ配賦していな

い全社資産592,093百万円、固定資産の調整額（2,173）百万円が含まれております。また、全社資産は主に各事業セグメ

ントに帰属しない資産で、現金及び現金同等物246,015百万円、投資有価証券80,404百万円、受取手形及び売掛金

81,833百万円等であります。 
2016年3月31日に終了した会計年度におけるセグメント資産の調整額553,042百万円は、各事業セグメントへ配賦していな

い全社資産555,521百万円、固定資産の調整額（2,479）百万円が含まれております。また、全社資産は主に各事業セグメ

ントに帰属しない資産で、現金及び現金同等物231,802百万円、受取手形及び売掛金70,336百万円、土地66,161百万円

等であります。 
 

(3) 減価償却費の調整額は、セグメントには配賦しない決算調整額（固定資産未実現利益消去に伴う調整額）等であります。 

 
(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、販売・管理部門等共通部門が保有する固定資産に関するもので

あります。 

 
(d)関連情報 

2018年、2017年及び2016年3月31日に終了した会計年度 
 

(1) 製品及びサービスごとの情報 
    製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。 
 
 

 (2) 地域ごとの情報  
(i) 売上高 

百万円 
2018年 

日本  中国  その他 合計 
¥ 125,505   ¥ 123,990   ¥ 147,612 ¥ 397,107 

 
百万円 
2017年 

日本  中国  その他 合計 
¥ 106,226   ¥ 115,647   ¥ 130,137 ¥ 352,010 

 
百万円 
2016年 

日本  中国  その他 合計 
¥ 97,964   ¥ 115,790   ¥ 138,644 ¥ 352,398 
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千 US ドル 
2018年 

日本  中国  その他 合計 
$ 1,184,009   $ 1,169,717  $ 1,392,566 $ 3,746,292 

 
売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 
 
(ii) 有形固定資産 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 (3) 主要な顧客ごとの情報  

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の 10％以上を占める相手がいないため、記載を省略しております。 
 

 (e) 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 
 百万円

 2018 年

 報告セグメント 
その他 

 
全社・消去 合計 

 ＬＳＩ  半導体素子 モジュール 計  

減損損失. . . . . . . . . . . . . . . ¥ 6,916  ¥ 108 ¥ 19 ¥ 7,043 ¥ 4  ¥ 7,047
 

 百万円

 2017 年

 報告セグメント
その他 

 
全社・消去 合計 

 ＬＳＩ  半導体素子 モジュール 計  

減損損失. . . . . . . . . . . . . . . ¥ 100  ¥22 ¥ 122 ¥ 2,196  ¥137 ¥ 2,455

 

 百万円

 2016 年

 報告セグメント
その他 

 
全社・消去 合計 

 ＬＳＩ  半導体素子 モジュール 計  

減損損失. . . . . . . . . . . . . . ¥ 1,196  ¥ 598 ¥ 1,794 ¥ 3  ¥ 224 ¥ 2,021
  

 千 US ドル

 2018 年

 報告セグメント 
その他 

 

全社・消去 合計 
 ＬＳＩ 

 半導体素子 モジュール 計  

減損損失. . . . . . . . . . . . . . $ 65,245  $ 1,019 $ 179 $ 66,443 $ 38  $ 66,481
 

2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度における「その他」の金額は、主としてタンタルコンデンサ事業に

かかる金額であります。 

百万円 

2018 年 

日本  中国 タイ フィリピン その他 合計 

¥ 146,469   ¥ 18,964 ¥ 28,430 ¥ 25,759 ¥ 20,605 ¥ 240,227 
 

百万円 

2017 年 

日本  中国 タイ フィリピン その他 合計 

¥ 141,229   ¥ 19,973 ¥ 27,895  ¥ 24,018 ¥ 18,156 ¥ 231,271 
 

千 US ドル 

2018 年 

日本  中国 タイ フィリピン その他 合計 

$ 1,381,783   $ 178,906 $ 268,208 $ 243,009 $ 194,386 $ 2,266,292  
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連結財務諸表の注記 

ローム株式会社及び連結子会社 

(f) 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 
2018年3月31日に終了した会計年度において、「のれんの未償却残高」に関しましては、該当事項はありません。なお、「のれんの償却

額」に関しましては、「（c）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」に同様の情報を開示し

ているため、記載を省略しております。

2017年3月31日に終了した会計年度 

「のれんの償却額」に関しましては、「（c）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」

に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(g) 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 
2018 年、2017 年及び 2016 年 3 月 31 日に終了した会計年度において、該当事項はありません。 

百万円

2017 年

報告セグメント

その他 全社・消去 合計 ＬＳＩ 半導体素子 モジュール 計 

2017 年 3 月 31 日現在ののれん. . ¥ 5,356  ¥ 5,356 ¥ 5,356



独立監査人の監査報告書(訳文) 

 

ローム株式会社 

取締役会及び株主各位 

 

我々は、ローム株式会社及び連結子会社の日本円で表示された 2018 年 3 月 31 日現在の連結貸

借対照表、同日をもって終了した会計年度の連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書並びに重要な会計方針の要約及びその他

の注記について監査を行った。 

 

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、日本において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。 

 

監査人の責任  

我々の責任は、我々が実施した監査に基づいて、連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。我々は、日本において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、我々に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、監査人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表

示のリスクの評価に基づいて選択される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について

意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適

切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討

する。また、監査には、経営者が採用した会計方針の適切性並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

我々は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

我々は、上記の連結財務諸表が、日本において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、ローム株式会社及び連結子会社の 2018 年 3 月 31 日現在の財政状態並びに同日をも

って終了した会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 

外貨換算 

我々はまた、連結財務諸表に対して行われた日本円金額から米ドル金額への換算についても監

査を行ったが、当該換算は注記 1に記載された方法に基づいて行われているものと認める。こ

れら米ドル金額は、日本国外の利用者の便宜のために表示されたものである。 
 

デロイト トウシュ トーマツ LLC 

2018 年 6 月 28 日 

注：本監査報告書は『Financial Statements 2018』に記載されている”INDEPENDENT AUDITOR'S 

REPORT”を翻訳したものです。 



www.rohm.co.jp 
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